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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第３四半期
連結累計期間

第15期
第３四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自平成26年７月１日
至平成27年３月31日

自平成27年７月１日
至平成28年３月31日

自平成26年７月１日
至平成27年６月30日

売上高 （千円） 6,171,119 6,981,478 8,492,780

経常利益 （千円） 356,672 476,352 427,702

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 210,486 292,407 297,174

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 216,209 297,935 287,188

純資産額 （千円） 1,169,054 1,897,963 1,625,164

総資産額 （千円） 2,873,124 3,182,689 3,036,988

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 65.18 79.63 91.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 75.75 83.69

自己資本比率 （％） 40.7 59.6 53.5

 

回次
第14期

第３四半期
連結会計期間

第15期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.03 25.73

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第14期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、当社株式は非上場のため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済の減速の影響や資源国の経済の先行きに関する不

透明感などから輸出・生産面に鈍さがみられていますが、基調としては緩やかな景気回復が続いてます。企業部門

では、収益が過去最高水準で推移するなかで、設備投資が緩やな増加基調にあります。

　情報サービス産業におきましては、日本銀行が公表している企業向けサービス価格指数（受託開発ソフトウェ

ア）によれば、堅調な推移が続いており、売上高や人手に関するDI等の状況を踏まえると、需給バランスは今後も

しばらくはタイトな状況がが続くと予想され、当社の主力事業分野である受託開発分野での人月単価は堅調な推移

が見込めると考えます。

　金融業・製造業（自動車関連）においては、ＩＴ投資需要は総じて堅調であり、ＩｏＴ（モノのインターネッ

ト）、マイナンバーやサイバーセキュリティリスクに対応するニーズが見込まれております。

　このような状況の下、当社グループでは中期ビジネス展開として、幅広い事業領域で顧客との安定的な取引を目

指す「事業基盤の強化」と、自社商品を軸とした新しい価値の提供による「成長要素の確立」という２軸の事業戦

略を継続して推進しております。

　中期ビジネス展開の初年度である平成28年６月期は、下記取り組みを推進しております。

■「事業基盤の強化」

　今後も継続したIT投資が見込まれる金融業、通信業、製造業（自動車関連）の主要顧客に対して経営資源を集中

することで、安定的な取引の量的・質的向上に向けた取り組みを行っております。

■「成長要素の確立」

　昨今多発しているウェブサイト改ざん攻撃に対応した自社セキュリティ商品「瞬間検知・瞬間復旧ソリューショ

ン：WebARGUS（ウェブアルゴス）」と、ＩＴ予算がＩＴ部門からユーザー部門へ移るなか、ユーザー部門のデータ

活用業務を革命的に改善する「Excel®業務イノベーションプラットフォーム：xoBlos（ゾブロス）」の拡販に向

け、知名度アップのためのセミナーの開催や展示会への出展、販売力および商品力の強化に注力しております。

　・「WebARGUS（ウェブアルゴス）」については、販売力強化として協業先サービス内での取扱いやOEM提供、商

品力強化として顧客ニーズに合わせた管理機能強化版およびWindows®版の開発を行っております。さらにＩ

ｏＴへの取り組みに関しては、正式なプロジェクトを発足し、製品開発着手に向けて具体的なビジネス化の

検討および技術調査を推進しております。

　・「xoBlos（ゾブロス）」については、販売力強化として有力代理店との業務提携、商品力強化として協業他社

製品と連携したソリューションの提供、および顧客ニーズに応えた商品ラインナップの拡充を順次行ってお

ります。

（注）Windows®およびExcel®は、米国 Microsoft Corporation の米国およびその他の国における登録商標または

商標です。

（注）ＩｏＴ（Internet of Things：モノのインターネット）とは、コンピュータなどの情報・通信機器だけでな

く、世の中に存在する様々なモノに通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互に通信することに

より、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うことをいいます。

 

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高6,981,478千円（前年同四半期比13.1％増）、

営業利益472,367千円（同31.8％増）、経常利益476,352千円（同33.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は292,407千円（同38.9％増）となりました。
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セグメント別の業績は以下のとおりであります。

なお、以下の事業別売上高、セグメント利益（営業利益）は、セグメント間の内部取引相殺前の数値であります。

①ソフトウェア開発事業

　ビジネスソリューション事業分野においては既存顧客を中心とした受注および要員調達が堅調に推移し、エンベ

デッドソリューション事業分野においては、車載機器組込系を中心に想定以上の伸びで推移しております。自社商

品事業分野は、代理店数増・業務提携推進等の施策により、堅調に推移しております。

　これらの結果、ソフトウェア開発事業の売上高は6,404,435千円（前年同四半期比14.0％増）、セグメント利益

（営業利益）は404,446千円（同42.0％増）となりました。

②コンピュータ販売事業

　子会社である東洋インフォネット株式会社においては、増員した営業マンのコスト増があるものの、「カシオ楽

一」のリプレースおよび既存ユーザーへのセキュリティ製品等の追加販売が堅調に推移しました。

　これらの結果、コンピュータ販売事業の売上高は581,039千円（前年同四半期比5.3％増）、セグメント利益（営

業利益）は65,644千円（同5.9％減）となりました。

 

(2）資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は以下のとおりであります。

①流動資産

当第３四半期連結会計期間末に、前連結会計年度末に比べ132,669千円増加し、2,434,322千円となりまし

た。これは、主に現金及び預金が30,650千円並びに受取手形及び売掛金が101,178千円それぞれ増加したことに

よるものです。

②固定資産

当第３四半期連結会計期間末に、前連結会計年度末に比べ13,031千円増加し、748,367千円となりました。こ

れは、主に有形固定資産が9,858千円減少し、投資その他の資産が20,304千円増加したことによるものです。

③流動負債

当第３四半期連結会計期間末に、前連結会計年度末に比べ113,220千円減少し、965,325千円となりました。

これは、主に買掛金が77,380千円及び賞与引当金が109,204千円それぞれ増加し、短期借入金が100,000千円及

びその他の負債が202,418千円それぞれ減少したことによるものです。

④固定負債

当第３四半期連結会計期間末に、前連結会計年度末に比べ13,876千円減少し、319,401千円となりました。こ

れは、主に長期借入金が32,238千円減少し、退職給付に係る負債が22,792千円増加したことによるものです。

⑤純資産

当第３四半期連結会計期間末に、前連結会計年度末に比べ272,798千円増加し、1,897,963千円となりまし

た。これは、主に資本金が23,175千円、資本剰余金が23,175千円及び利益剰余金が221,378千円それぞれ増加し

たことによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　WebARGUS商品力拡充として、管理機能強化、Windows版の開発を進めるとともに、IoTへの対応として研究開発を

行いました。当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は11,035千円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,200,000

計 6,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年５月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,705,955 3,736,955

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であり

ます。また、単元株

式数は100株であり

ます。

計 3,705,955 3,736,955 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年５月１日から提出日現在までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年１月１日～

平成28年３月31日

（注）１

10,900 3,705,955 1,635 427,731 1,635 433,789

　（注）１　新株予約権の行使による増加。

２　平成28年４月１日から平成28年４月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が31,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ4,650千円増加しております。
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,704,600 37,046

完全議決権株式であり、株主とし

ての権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式であり

ます。また、単元株式数は100株

であります。

単元未満株式 普通株式　　　1,355 － －

発行済株式総数 普通株式　3,705,955 － －

総株主の議決権 － 37,046 －

 

②【自己株式等】
 

平成28年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 886,921 917,572

受取手形及び売掛金 1,192,104 1,293,283

商品 48,924 47,573

仕掛品 111,216 105,639

その他 62,624 91,855

貸倒引当金 △138 △21,602

流動資産合計 2,301,652 2,434,322

固定資産   

有形固定資産 238,410 228,552

無形固定資産 28,567 31,153

投資その他の資産   

その他 475,359 501,294

貸倒引当金 △7,003 △12,634

投資その他の資産合計 468,356 488,660

固定資産合計 735,335 748,367

資産合計 3,036,988 3,182,689

負債の部   

流動負債   

買掛金 191,397 268,778

短期借入金 ※ 100,000 ※ －

1年内返済予定の長期借入金 85,594 42,984

未払法人税等 113,235 158,473

賞与引当金 － 109,204

受注損失引当金 16 －

その他 588,302 385,884

流動負債合計 1,078,545 965,325

固定負債   

長期借入金 82,258 50,020

退職給付に係る負債 235,103 257,896

その他 15,916 11,485

固定負債合計 333,277 319,401

負債合計 1,411,823 1,284,726

純資産の部   

株主資本   

資本金 404,556 427,731

資本剰余金 410,614 433,789

利益剰余金 840,465 1,061,844

自己株式 － △457

株主資本合計 1,655,636 1,922,907

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,288 797

為替換算調整勘定 3,037 2,375

退職給付に係る調整累計額 △35,797 △28,117

その他の包括利益累計額合計 △30,471 △24,944

純資産合計 1,625,164 1,897,963

負債純資産合計 3,036,988 3,182,689
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 6,171,119 6,981,478

売上原価 4,772,866 5,338,885

売上総利益 1,398,252 1,642,593

販売費及び一般管理費 1,039,816 1,170,225

営業利益 358,436 472,367

営業外収益   

受取利息 1,026 308

受取配当金 75 88

受取手数料 2,708 3,319

受取保険金 3,000 －

保険解約返戻金 － 11,811

その他 4,041 5,690

営業外収益合計 10,851 21,219

営業外費用   

支払利息 5,510 2,008

支払手数料 － 8,008

保険解約損 4,663 －

貸倒引当金繰入額 － 5,631

その他 2,440 1,587

営業外費用合計 12,614 17,235

経常利益 356,672 476,352

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 30,382 －

特別利益合計 30,382 －

税金等調整前四半期純利益 387,055 476,352

法人税、住民税及び事業税 220,246 217,930

法人税等調整額 △43,677 △33,985

法人税等合計 176,568 183,944

四半期純利益 210,486 292,407

親会社株主に帰属する四半期純利益 210,486 292,407
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成28年３月31日)

四半期純利益 210,486 292,407

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 287 △1,491

為替換算調整勘定 △50 △661

退職給付に係る調整額 5,486 7,680

その他の包括利益合計 5,723 5,527

四半期包括利益 216,209 297,935

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 216,209 297,935
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費

用として計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合に

ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期

間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたしました。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少

数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３

四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行って

おります。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計

期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　財務制限条項等

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするリボル

ビング・クレジット・ファシリティ契約（シンジケート方式）を締結しております。また、当座借越契約

を取引銀行３行と締結しております。当該契約に基づく前連結会計年度末及び当第３四半期会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

リボルビング・クレジット・ファシリティ

契約の総額
600,000千円 650,000千円

当座借越契約の総額 350,000 300,000

借入実行残高 100,000 －

差引額 850,000 950,000

 

　上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つでも抵触した

場合、当社は借入先からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っておりま

す。

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

リボルビング・クレジット・ファシリティ

契約

・対象決算期の末日における単体の

貸借対照表の純資産の部の金額

が、対象決算期の直前の決算期の

末日における単体の貸借対照表の

純資産の部の金額と平成23年６月

に終了する決算期の末日における

単体の貸借対照表の純資産の部の

金額のいずれか大きいほうの金額

の75％の金額以上であること

・対象決算期の末日における単体の

貸借対照表の純資産の部の金額

が、対象決算期の直前の決算期の

末日における単体の貸借対照表の

純資産の部の金額と平成27年６月

に終了する決算期の末日における

単体の貸借対照表の純資産の部の

金額のいずれか大きいほうの金額

の75％の金額以上であること

 ・対象決算期に係る単体の損益計算

書上の営業損益の金額が赤字でな

いこと

・対象決算期に係る単体の損益計算

書上の営業損益の金額が赤字でな

いこと

 ・対象決算期に係る単体の損益計算

書上の経常損益の金額が赤字でな

いこと

・対象決算期に係る単体の損益計算

書上の経常損益の金額が赤字でな

いこと
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月26日

定時株主総会
普通株式 22,606 7 平成26年６月30日 平成26年９月29日 利益剰余金

 

２.基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月29日

定時株主総会
普通株式 71,029 20 平成27年６月30日 平成27年９月30日 利益剰余金

 

２.基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2 
ソフトウェア開

発事業
コンピュータ販

売事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 5,620,252 550,867 6,171,119 － 6,171,119

セグメント間の内部売上高又

は振替高
25 784 809 △809 －

計 5,620,277 551,651 6,171,929 △809 6,171,119

セグメント利益 284,887 69,756 354,643 3,792 358,436

　（注）1．セグメント利益の調整額3,792千円は、主にセグメント間取引消去であります。

2．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2 
ソフトウェア開

発事業
コンピュータ販

売事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 6,401,717 579,761 6,981,478 － 6,981,478

セグメント間の内部売上高又

は振替高
2,718 1,277 3,995 △3,995 －

計 6,404,435 581,039 6,985,474 △3,995 6,981,478

セグメント利益 404,446 65,644 470,090 2,277 472,367

　（注）1．セグメント利益の調整額2,277千円は、主にセグメント間取引消去であります。

2．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成27年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成28年３月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 65.18円 79.63円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 210,486 292,407

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
210,486 292,407

普通株式の期中平均株式数（株） 3,229,455 3,672,083

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円 75.75円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 187,996

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 

－

 

－

　（注）　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの、当社株式は非上場のため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年５月２日

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社  

取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 遠藤　康彦　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 茂見　憲治郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデジタル・イン

フォメーション・テクノロジー株式会社の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間（平成２８年１月１日から平成２８年３月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年７月１日から

平成２８年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四

半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社及び連結子会

社の平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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